
（別紙１） 

児童養護施設退所者等の就業支援事業委託仕様書 

 

１ 件名 

児童養護施設退所者等の就業支援事業委託 

 

２ 目的 

現下の厳しい雇用条件の中、様々な課題を持った児童養護施設退所者等にとっては、

安定した就職が一層厳しい状況となっている。 

そこで、施設退所者及び退所予定者（以下「施設退所者等」という。）に対するソ

ーシャル・スキル・トレーニング、相談支援、就職活動支援、施設退所者等が働きや

すい職場の開拓及び就職後の職場訪問等を行い、退所後の自立支援を図ることを目的

とする。 

 

３ 契約期間 

令和 2年 4月 1日（水曜日）から令和 3年 3月 31日（水曜日） 

  なお、今回の選定は各年度の予算が確定すること及び事業実績に問題がないことを前

提に、5年間有効とする。 

 

４ 履行場所 

  都内児童養護施設等及び受託事業者の事務所内ほか 

 

５ 事業内容 

  この事業は、「児童養護施設退所者等の就業支援事業実施要綱」（平成 22 年 3 月 30 日

付２１福保子育第２０８７号）に基づき実施する。  

（１）事業の対象者 

東京都が措置等をした、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童

自立支援施設、母子生活支援施設、小規模住居型児童養育事業所及び児童自立生活

援助事業所の退所（予定）者、里親委託措置解除（予定）者並びにそれらの者を支

援する保護者、施設職員であって、本事業による支援を必要とするもの。 

（２）事業内容 

本事業は児童相談所等の関係機関と連携して活動する就業支援チームを設置し、

次のことを行うものとする。 

ア 施設退所者等に対する職場体験事業、ソーシャル・スキル・トレーニング 

イ 施設退所者等に対する個別の就業相談、指導及び支援 

ウ 施設退所者等に対する個別のニーズに応じた適切な社会資源の仲介 

エ 施設退所者等に対する職業紹介事業 

オ 施設退所者等が働きやすい職場の開拓 

カ 事業主からの相談対応を含む就職後のフォローアップ、職場訪問、現に就



業している施設退所者等の就業上の相談、指導及び支援 

キ 児童養護施設職員等の施設退所者等に対する就業相談・指導スキル向上へ

の支援 

 

６ 職員の配置等 

（１）受託者は、事業を実施するに当たり、児童の自立支援に熱意を有し、次の各号

のいずれかに該当する職員をもって充てること。 

     ア 職業紹介業務に２年以上従事した者 

イ 東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年東

京都条例第６４号）第５６条に定める児童指導員の資格を有する者 

ウ 児童福祉事業又は社会福祉事業に２年以上従事した者 

エ 児童の自立支援に対する理解があり、都道府県知事が適当と認めた者 

（２）職員は、１日６時間以上かつ月２０日以上勤務する常勤職員又は前記の時間数

等を満たす複数の非常勤職員とする。 

（３）必要に応じ、事務等を行う補助職員を配置することができる。 

 

 ７ 設置チーム数 

   ３チーム設置することとする。 

 

８ 設備 

  本事業の実施に当たっては、次の設備を設けるものとする。 

（１）相談室 

（２）その他事業を実施するために必要な設備 

 

９ 委託経費 

（１） 児童を直接支援するための費用 

ア 委託経費上限額 

４，４８２千円（１チーム当たり。消費税及び地方消費税含む。） 

    イ 支出額 

      事業実績額に応じて支出 

    ウ 支出対象費目 

       児童を直接支援するために必要な報酬、給料、職員手当、共済費、報償費、

賃金、旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、食糧費、光熱水費）、役務費（通

信運搬費）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費等 

 

（２） 事務所運営に係る費用 

ア 委託経費上限額 

１，２５０千円（１チーム当たり。消費税及び地方消費税含む。） 



イ 支出額 

事業実績額に応じて支出 

ウ 支出対象費目 

事務所を運営するために必要な報酬、給料、職員手当、共済費、報償費、賃

金、旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、食糧費、光熱水費）、役務費（通

信運搬費）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費等 

 

（３）支払方法 

      年１回概算払いにより支払うこととし、事業実施終了後３０日以内に精算書 

を都に提出し、精算を行うこととする。 

 

11 事業実施計画書の提出 

  受託者は契約締結後速やかに、都が別に定める様式により事業計画書を作成し、都 

の承認を得ること。 

  また、事業の進捗状況等を確認するために、月次の実績報告書を作成し、都が別に

定める日に東京都庁に訪問し、提出すること。 

 

12 事業完了後の提出 

  事業完了後３０日以内に、都が別に定める様式により事業報告書を作成し、提出す

ること。 

 

 13 関係書類の整備 

   受託者は、本事業実施に関する収支に関する帳簿その他本事業に係る諸記録を整備 

  し、常に計理状況を明らかにしておかなければならない。 

 

 14 委託の取消等 

   東京都は受託者が行う事業が基準を満たしていないと判断した場合等、本事業の実

施に関し、必要な指示を行うものとする。また、必要に応じて本事業の実施状況につ

いて、説明若しくは報告を求め、関係帳簿の立入検査を行うものとする。それでも改

善が見られない場合は、東京都はその委託を取り消し、又は期間を定めて業務の全部

又は一部の停止を命ずることとする。この場合、委託料の減額または委託料の返還、

都に損害が発生した場合の損害賠償の支払い等を求めることがある。 

 

15 権利義務譲渡等の禁止 

  受託者は、受託者が行う業務の全部又は一部を第三者に委託し、請け負わせること

はできない。 

 

 



16 留意事項 

（１）事業の実施に当たっての留意事項 

ア 施設退所者等との信頼関係の構築に努めること。 

イ 児童相談所等の関係機関との連携を密にし、効果的に支援ができるよう努め

ること。 

ウ 施設退所者等の意向に配慮すること。 

エ 施設退所者等が利用しやすい時間帯や曜日等に配慮すること。 

オ 地域の施設退所者等に対し、支援内容や所在地が明確に把握されるように広

報活動を積極的に行うこと。 

カ 施設退所者等の個人の身上に関する秘密が守られるよう十分配慮すること。 

  （２）本事業の執行にあたっては、「実施要綱」及び事業計画によるほか、これに基

づく東京都の指示並びに、別紙「個人情報を取り扱う事務に係る委託契約特記

事項」及び「暴力団等排除に関する特約条項」に従わなければならない。 

（３）委託業務の遂行にあたっては、東京都と協議しながら作業を進めること。 

（４）受託者は、労働基準法、児童福祉法その他関係法令を遵守すること。 

（５）受託者は事業の実施に際して、事故等のトラブルが発生した場合は、速やか

に東京都へ報告すること。 

（６）東京都は、業務中における職員の事故については、一切責任を負わない。 

（７）本仕様書に定める事項等に疑義が生じた場合、速やかに受託者及び委託者で

協議し、決定する。 

（８）環境により良い自動車利用 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、都民の健康

と安全を確保する環境に関する条例（平成 12年度東京都条例第 215号）の規定

に基づき、次の事項を遵守すること。 

ア ディーゼル車規制に適合する自動車であること 

イ 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削減等に関する特別措置法(平成 4 年法律第 70 号）の対策地域内で登録

可能な自動車利用に努めること。 

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書

等の提示又は写の提出を求められた場合には速やかに提示し、又は提出するこ

と。 

 

17 問い合わせ先 

東京都福祉保健局 少子社会対策部 育成支援課 児童施設担当 

 担当 川井、阿部 

電話 ０３－５３２０－４５５０（内線３２－６５８） 


